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要 ᪨ 
国土地理院では，2010 年௦に本格的に実用化され

たウ࢙ブ地図の新技術であるベクトルタイル技術を，

ᵝࠎな機関で活用できるように࢜ーࣉンࢯース方ᘧ

で広くඹ用していく施策を 2014 年から実施してき

た．この施策の国連での活用可能性をㄆめ，2017 年

に国連事務局フ࢕ールド支援局情報㏻ಙ技術部（当

時）は日本ᨻᗓとのぬ᭩を締結し，上⣭地理空間ᑓ

㛛ᐁを国連地理空間情報ㄢに受け入れた．国連ベク

トルタイルࢶール࢟ットは，公的機関をはじめとす

る地図提供組⧊が最新のウ࢙ブ地図技術をඹ用する

ことで,多ᵝな୺体による多ᵝな地図が取りṧされ

ることなくウ࢙ブに供給されるようにすることを┠

的として，この国連上⣭地理空間ᑓ㛛ᐁが๰設した

 ．クトである࢙ロジࣉ
ベクトル形ᘧによる地⌫規模の地理空間情報を

80 時間以ෆにベクトルタイルに変換できる性能を

ᣢつ国連ベクトルタイルࢶール࢟ットの方法ㄽを，

国連事務局や，国土地理院をはじめとするୡ⏺の地

理空間情報当局，さらにはその他の公的機関やあら

る組⧊で活用できるようにし，そのことによってࡺ

国連ベクトルタイルࢶール࢟ットのࣉロジ࢙クト⮬

体をᣢ⥆可能なものにしていくことがࢯフトウ࢙ア

開発リࢯースの制約上ᚲ要となっている． 
そこで，国連ベクトルタイルࢶール࢟ットのデࣔ

及び技術⛣㌿をᐜ易にするために，国連ベクトルタ

イルࢶール࢟ットのࢯフトウ࢙ア及び㢟ᮦとなるデ

ータをインターࢿット᥋⥆なしで活用できるように

㉸ᑠᆺPCを用いたࣃッケージンࢢを行った．また，

地⌫規模ㄢ㢟，≉に国土地理院が関୚する国連ᑓ㛛

ᐙጤ員会の㆟事における国連ベクトルタイルࢶール

 ．ットの意⩏を整理した࢟
 
 ⌧によるᅜ連協ຊのᐇࣝ࢖タࣝࢺࢡ࣋ .1
 地図におけるᅜᅵ地⌮㝔の⤒験ࣈ࢙࢘ 1.1
あらࡺる情報やコࢽ࣑ࣗケーࣙࢩン，さらには⤒

῭活動がウ࢙ブ上で取りᢅわれるようになっていく

ὶれの中で，地理空間情報をウ࢙ブブラウࢨ上で効

率的に取りᢅう技術である「ウ࢙ブ地図」の技術は

2000 年௦に実用化された．さらに 2010 年௦には，

ベクトル形ᘧの地理空間情報をベクトル形ᘧのまま

➃ᮎまで送付することで，㏻ಙ効率・表示ရ㉁・機

Ეุㄞ可能性のすべてを従来方ᘧよりも格段に向上

させる，ベクトルタイル技術が実用化された． 
国土地理院では，早くも 2003 年にはベクトルタ

イル方ᘧのウ࢙ブ地図ࢩスࢸム「電Ꮚ国土 Web スࢩ

ム」を運用開始している（大㔝ほか, 2003）．そのࢸ

後，ウ࢙ブにおけるࢯフトウ࢙ア⎔ቃの変化，とり

わけࢯフトウ࢙アの㏱明性に関するࣘーࢨの意㆑の

変化と，ウ࢙ブ技術の進Ṍにకい，2012 年には࢜ー

アを利用した電Ꮚ国土࢙フトウࢯースࢯンࣉ Web
ースコードを公開しࢯムのᨵ良を行い，そのࢸスࢩ

ている（బ⸨ほか，2012）．当時の࢜ーࣉンࢯースに

よるウ࢙ブ地図ライブラリは，地図データを画像で

送付する方ᘧのものであった．ウ࢙ブにおける地図

インフラをベクトル形ᘧで送付する利点を⇍▱して

いた国土地理院では，ベクトルタイル提供における

技術的・施策的ㄢ㢟を把握するとともに，外部との

技術的な㆟ㄽを㏻じてベクトルタイルの㐺切な提供

方法を◊✲開発する┠的で，2014 年 8 月 1 日に「国

土地理院ベクトルタイル提供実験」を開始した（国

土地理院，2014）．それ以降，ࢯフトウ࢙ア開発⪅や

地理空間情報のࣘーࢨとの対ヰを☜保しながらベク

トルタイルの事業化に向けた開発を進めている．ベ

クトルタイルに対応した࢜ーࣉンࢯースのウ࢙ブ地

図ライブラリとして，本稿ᇳ➹時点で最も୺要なも

のと考えられる Mapbox GL JS が 2014 年 8 月 6 日

に初めて公開されたことを考え合わせると，ウ࢙ブ

地図において国土地理院は最新の技術を進取し⥆け

てきたとゝえる． 
 
1.2 デࢪタࣝ地図ᢏ⾡⛣㌿におけるᅜᅵ地⌮㝔の⤒

験 
 1996 年から 2017 年にわたって実施された「地⌫

地図ࣉロジ࢙クト」は，184 の国や地域の地理空間

情報当局の協ാにより地⌫規模の地理空間情報を開

発するࣉロジ࢙クトである．その全期間，国土地理

院は運Ⴀጤ員会の事務局を務め，ࣉロジ࢙クトの運

Ⴀに関わった（᳜田ほか，2017）．地⌫地図ࣉロジ࢙

クトに㢮するような国際協ാࣉロジ࢙クトは，ほか

にⱥ国陸地測量部が事務局を務めた国際図

（International Map of the World）ࣉロジ࢙クトと，現

ᅾの⡿国国ᐙ地理空間情報局が進めたデジタルୡ⏺

図（Digital Chart of the World）ࣉロジ࢙クトしか事౛

がなく㺂ࣉロジ࢙クトの事務局を務めた⤒験は，ୡ⏺

でも୕つの地理空間情報当局にしかないとゝえる．

129国連ベクトルタイルツールキットの活用推進 



この㈗重な⤒験を地⌫規模ㄢ㢟の解決のために活用

していくことは，国土地理院がୡ⏺に負っている㈐

務であるともゝえる．地⌫地図ࣉロジ࢙クトのཎ๎

は，その国際運Ⴀጤ員会の決㆟に基づいて，ྛ国の

地理空間情報当局が⮬国の地図を開発し，⮬国の力

で公開することであった．このཎ๎を実施するため

国土地理院は，JICA ㄢ㢟ู◊ಟやࢼ࣑ࢭーといった

手段を用いてデジタル地図作成の技術協力を開発途

上国に対して行なった． 
 また，地⌫地図ࣉロジ࢙クトに関するㄢ㢟ู◊ಟ

に㝈らࡎ，国土地理院は地理空間情報に関する国際

的な技術協力を⥅⥆的・積ᴟ的に進めてきた．具体

的には，1959 年から本稿ᇳ➹時点の 2019 年までの

60 年間，国土地理院は一年もḞかすことなく海外か

らの◊ಟ員を受け入れ，100 か国 900 名を㉸える◊

ಟ員への技術協力を行ってきた．また，1964 年から

本稿ᇳ➹時点の 2019 年までの間に，250 名以上の国

土地理院職員をᑓ㛛ᐙとして海外に派遣している． 
 
1.3 ᅜᅵ地⌮㝔⫋ဨのᅜ連地⌮空㛫᝟ሗㄢ࡬のὴ㐵 
 これらウ࢙ブ地図における進取性と技術協力の⤒

験を国連地理空間情報ㄢに取り㎸むため，2017 年に

国連事務局フ࢕ールド支援局情報㏻ಙ技術部（現ᅾ

は国連事務局情報㏻ಙ技術局運用支援部）は日本ᨻ

ᗓとのぬ᭩を締結し，➹⪅を上⣭地理空間ᑓ㛛ᐁと

して国連地理空間情報ㄢに受け入れた． 
 国連事務局では，࢜ーࣉンデータに国連ෆ部用の

データを一部組み合わせた基本図を，国連ෆ部の用

途のためにウ࢙ブ地図として供給するᚲ要があり，

このウ࢙ブ地図は，国連地理空間情報ㄢのリーࢲー

ンターでࢭスࣅーࢧルࣂローࢢのもと，国連ࣉッࢩ

設計と運用が行われていた．また，このウ࢙ブ地図

ー࣏ムのコンࢸスࢩ，ムの㈝用対効果を高めࢸスࢩ

ンࣉー࢜，ント間の┦஫運用性を☜保する┠的でࢿ

アの活用が進められており，2016࢙フトウࢯースࢯ
年からは，国連事務局・⡿国・㡑国をඹ同㆟長とす

る「国連࢜ーࣉン GIS イࢩࢽア࢕ࢸブ」が運Ⴀされ

ていた． 
 ➹⪅は，国連࢜ーࣉン GIS イࢩࢽア࢕ࢸブの➨ᅄ

作業部会（部会長：࢟ジࣗン・リ㔩ᒣ大Ꮫᰯᩍᤵ）

のもと，2018 年に国連ベクトルタイルࢶール࢟ット

（以下「UNVT 」という．）を立ち上げた． 
 
2. UNVT の๰ጞ㸸㏿ᗘと┦஫運用ᛶの☜ಖ 
2.1 UNVT の┠ⓗと≉Ⰽ 
 UNVT の┠的は，公的機関を含むあらࡺる地図提

供組⧊がベクトルタイル技術を活用することを支援

し，これによって多ᵝな地図がウ࢙ブに供給される

ことを可能にすることである．地図の利用┠的は多

ᵝであり，これまでも，ࣘーࢨの利用┠的に応じた

地図が使用されてきた．情報の配ಙ・活用メデ࢕ア

がウ࢙ブに⛣行しても，ウ࢙ブにおける地図が少ᩘ

のࣉラットフ࢛ー࣐ーにᐻ༨されることなく，⮬⏤

に㑅ᢥ可能であることが保たれることが，ࣘーࢨの

メリットを☜保することになる．とりわけ，国連平

和⥔ᣢ活動や人ᶒ・人道に関する活動，あるいは国

際保೺に関する活動など，人間の安全保障に関わる

活動においては，その┠的に応じた地図をᚲ要な範

囲に迅速にඹ有することがᚲ要である．そのような

ᚲ要に応じることのできるウ࢙ブ地図技術を供給す

ることは，国連事務局の業務効率性の向上を㏻じて，

地⌫規模ㄢ㢟の解決加速に貢献することになる．ま

た，ᨻᗓ機関の立場からࢯフトウ࢙アまで含むウ࢙

ブ地図のࢩスࢸム一ᘧを立ち上げ，24 時間 365 日運

用し⥆けるという≉異かつ実⦼が☜立された国土地

理院の組⧊⤒験を，国土地理院からの派遣⪅が

UNVT を直᥋開発することを㏻じて直᥋国連組⧊に

⛣㌿するという，⊂⮬性が高く౯್の高い協力を実

現している．さらに，使用ゝㄒや技術的ࣂックࢢラ

ウンドが多ᵝな国連職員や現地ᨻᗓ職員に対して技

術協力可能なࢯフトウ࢙ア支援を行うことから，水

平ᒎ開のࢸ࣏ンࣕࢩルが高いࣉロジ࢙クトとなって

いる． 
 
 方ἲㄽのᚲ↛ᛶࢫーࢯࣥࣉー࢜ 2.2
 国連࢜ーࣉン GIS イࢩࢽア࢕ࢸブのࣉロジ࢙ク

トである UNVT は，一㈏して࢜ーࣉンࢯースの方

法ㄽを取り入れている．ウ࢙ブ地図技術の進取性と

技術協力へのᒎ開可能性を考えると，ḟの観点から，

ース方法ㄽの᥇用は便ᐅ的なものではなࢯンࣉー࢜

く，ᚲ↛性のあるものであると考えている． 
 
㸯． それࡒれ⊂立した୺体が平等な࢜ーࢼーࢩッ

をᣢって参加をするためには，活動の対象でࣉ

あるࢯフトウ࢙ア成果は，⮬⏤で開かれたもの

であるᚲ要がある． 
㸰． ウ࢙ブ地図ࢩスࢸムは࢚ンターࣉライズࢩス

スロࢭムの中᰾を成し得るものであり，アクࢸ

ࢸスࢩ，のブ取等のᠱᛕをᡶᣔするためにはࢢ

ムの設計図を開ᨺし，あらࡺる観点からその設

計図を検証可能な状ែに保つᚲ要がある． 
３． 運用ࢩスࢸムだけでなく，技術協力に用いる◊

ಟࢸ࣐リアルも，ྛ機関の庁⯋ෆの計⟬機⎔ቃ

やࢿット࣡ーク⎔ቃを用いてᒎ開されること

が᝿定される．よって，その全ෆᐜを公開し，

リアルにᝏ意のあるコードが௙㎸まれてࢸ࣐

いないことを常に検証可能な状ែに保つこと

でಙ頼を担保するᚲ要がある． 
 
 上グのᚲ要性に基づき，UNVT では検討用やデࣔ
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用のᑠ規模な成果も含めた成果を全て GitHub 上で

公開（United Nations Vector Tile Toolkit, 2019）し，⮬

⏤で開かれた⎔ቃのもとで技術を開発しඹ有してい

る． 
 
2.3 「80 ᫬㛫ୡ⏺一࿘」ࢆᐇ⌧ࡍる㏿ᗘの☜❧ 
 UNVT の立ち上げ期である 2018 年から 2019 年前

༙にかけては，国連ࢢローࣂルࢧーࣅスࢭンターが

ウ࢙ブ地図技術を用いて運用する基本図の要௳を‶

たすことを最ඃඛに開発を進めた．୺な要௳は，ḟ

の 2 点であった． 
 
1. PostGIS データベースに格⣡された，国連ෆ部

用データと OpenStreetMap からᵓ成される地

⌫規模の基本図データを連⥆⮬動更新できる生

⏘速度をᣢつこと． 
2. 国連事務局で現ᅾ使用している࢜ࠊーࣉンࢯー

スではないࢩスࢸムでも，今後の᥇用が期待さ

れる࢜ーࣉンࢯースのࢩスࢸムでも，同じベク

トルタイルが使用可能であること． 
 

本⠇では上グのうち 1.の実現方法のᴫ要を，ḟ⠇

では 2.の実現方法のᴫ要をㄝ明する．なお，これら

実現方法の技術的ヲ⣽は，2019 年 9 月に開ദされた 
FOSS4G 2019 Bucharest のアカデ࣑ックトラックに

おいて発表した（Fujimura et al.,2019）． 
ベクトルタイルがࣘーࢽࢨーズを‶たして成ຌす

るためには，その利用及び生⏘の段㝵において༑分

な速度，少なくとも画像タイルを㉸える速度を☜立

するᚲ要がある．しかし，ベクトルタイルの生⏘に

おいて，従来の技術は大規模なデータの変換に㐺し

た設計をしていなかったり，≉定のフ࢛ー࣐ットの

データの変換に≉化したりしていた． 
UNVT では，ḟの観点をもって᪤Ꮡのඃれた࢜ー

ࢯンࣉー࢜アを組み合わせた࢙フトウࢯースࢯンࣉ

ースのࢶールを実装することにより，国連ෆ部用デ

ータと OpenStreetMap データを組み合わせた全ୡ

⏺データを㸯台のラッࣉトッࣉᆺ PC で 80 時間以ෆ

にベクトルタイル変換できる性能を☜立した． 
 

1. ᪤Ꮡデータからのベクトルタイル生⏘は，ࢯー

スデータのㄞみ㎸み，対象ズームレベルやレイ

ࣖ名等のベクトルタイル≉有のᒓ性付加，୺㢟

ᒓ性の加ᕤ，ベクトルタイルへの分๭とフ࢛ー

．からなるࣉッࢸット変換，といった多段のス࣐

これらのスࢸッࡈࣉとに全データを処理して一

時保Ꮡすることは，スࢸッࣉ間の待ち時間を生

むだけではなく，ྛスࢸッࣉで生成されるⳘ大

な中間生成≀を一時保Ꮡするためのグ᠈及び時

間リࢯースをᾉ㈝することにつながる．そこで，

ࣉ ロ ࢭ ス の 間 を  GeoJSON Text Sequences 
（Gillies，2017）形ᘧの地≀ストリームで᥋⥆す

る設計に⤫一し，全ࣉロࢭスを一Ẽ㏻㈏して全

データを一つのストリームとして処理を行う． 
2. 大規模な基本図データからタイルを効率的に生

⏘するためには，ཎᆺデータを良ዲな速度で処

理できるようなࣔジࣗールに分๭するのがよい．

ྛࣔジࣗールに含まれるデータが最大で 10GB
程度になることを┠ᶆとして，ウ࢙ブ地図のタ

イルの▴形を用いてཎᆺデータの分๭を行った．

分๭により，ࣔ ジࣗールは並ิ処理できるので，

要ồ性能に合わせてスケールアウトを行うこと

も可能になる．具体的には，ズームレベル 6 の

タイル区画で分๭するࣔジࣗール（合計 4096 ಶ）

を᥇用した．さらに，ཎᆺデータの地理的分布

を考៖しながら全ୡ⏺をデータࢧイズがᴫねᆒ

等な 12 ಶの▴形領域に分๭し，そこからベクト

ルタイル生⏘用のズームレベル 6 のࣔジࣗール

を切り出すという多段の分๭作業を行うことで，

ཎᆺデータベースからࣔジࣗールを切り出すた

めにᚲ要な時間及び一時グ᠈のᐜ量をさらに⠇

約した． 
3. 上㏙の 4096 ಶのࣔジࣗールのうち，海のみをカ

ーしているࣂ 1669 ಶのࣔジࣗールは，現時点で

まったく地≀をᣢっていない．この 1669 ಶのࣔ

ジࣗール㏻常の生⏘作業の対象から外すことに

より，生⏘ᡤ要時間をさらに短縮した 
 
2.4 ከᵝな࢔࢙࢘ࢺࣇࢯとの┦஫運用ᛶ☜❧ 
連⥆⮬動更新されたベクトルタイルを用いた基本

図ࢧーࣅスを，ᮍだベクトルタイルに対応していな

いࢯフトウ࢙アからも使えるようにするために，ベ

クトルタイルから画像タイルをࢧーࣂ側で⮬動的に

レンࢲリンࢢするࣔジࣗールを開発した．このࣔジ

ࣗールを用いることにより，現ᅾ国連事務局で使用

されている࢚ンターࣉライズࢩスࢸムから，連⥆⮬

動更新された基本図ベクトルタイルを利用できるよ

うにした． 
 
3. UNVT の⌧ᅾ㸸デࣔとᢏ⾡⛣㌿の⎔ቃᩚഛ 
3.1 ᢏ⾡⛣㌿の㔜要ᛶとᐇ⦼ 
これら立ち上げ期の開発の結果，国連ෆ部向けの

基本図を国連ෆ部ࢿット࣡ークで供給可能な技術を

☜立することができた．この技術がᣢ⥆可能な形で

⥔ᣢされ更新されるためには，UNVT を支える技術

なᩥ⬦で UNVT がࠎット࣡ークをᵓ⠏し，ᵝࢿ⪅
利用されᨵ良される状況を作り上げるᚲ要があった． 
このᚲ要に応えるため，2018 年の後༙に，UNVT

デࣔと技術⛣㌿がᐜ易に行えるようにするための⎔

ቃ整備に着手した． 
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➨一回のࣁンズ࢜ン技術⛣㌿を国連ࢢローࣂルࢧ

ーࣅスࢭンターで行なったのち，OSGeo 日本支部の

支援のもと，2018 年 12 月 2 日には，スリランカ・

ࣔラト࣡ࢗ大Ꮫにおいて，FOSS4G Asia 2018 の一⎔

として，➨஧回のࣁンズ࢜ン技術⛣㌿である

「OSGeo.JP Workshop for the UN Vector Tile Toolkit」
（Fujimura, 2018）を実施し，15 名の技術⪅の参加を

得た． 
2019 年 9 月 13 日には，FOSS4G 2019 Niigata の一

⎔として，➨୕回のࣁンズ࢜ン技術⛣㌿としてࣁン

ズ࢜ンࢭッࣙࢩン「国連と始めるベクトルタイル」

（ᰘ本，2019）を実施し，約 20 名の技術⪅の参加を

得た．このࢭッࣙࢩンでは，初めてࣉロジ࢙クト๰

始⪅以外を୺ㅮᖌとして技術⛣㌿を行い，ࢭッࣙࢩ

ンに参加した全員が手元の計⟬機でベクトルタイル

の生⏘と࣍ス࢕ࢸンࢢに成ຌした． 
2019 年 10 月 2 日には，⊂立行ᨻ法人国際協力機

（ɔJICA）が実施する 2019 年度ㄢ㢟ู◊ಟ「国ᐙ測

量事業計画・管理」コースでの「地理空間情報のウ

ブ提供技術」◊ಟとして，UNVT࢙ のࣁンズ࢜ン◊

ಟ（Matsuzawa, 2019）を行なった．11 か国から参加

した 13 名の◊ಟ員全員が，EuroGlobalMap データか

らベクトルタイルを生⏘して࣍ストするࣉロࢭスを

㏣うことができた． 
 

3.2 ㉸ᑠᆺ PC  のᣮᡓ࡬たᢏ⾡⛣㌿࠸用ࢆ
技術⛣㌿の⤒験を⵳積する中で，UNVT を動作さ

せる⎔ቃの調㐩やᵓ⠏・調整にまつわる支障がみら

れた．これはࠊUNVT を動作させるための計⟬機⎔

ቃが，事務に一般的に用いられる計⟬機⎔ቃと異な

る，Linux ベースの計⟬機⎔ቃであることによる．

また，ࣁンズ࢜ン◊ಟを行うࢿット࣡ーク⎔ቃの制

約により◊ಟの進ᤖが㐜ᘏする支障がみられた．具

体的には，ᩍᮦがඹ有されているインターࢿット上

のࢧイトへのアクࢭスに制約があったり，多ᩘの◊

ಟ員がそのようなࢧイトにアクࢭスするために༑分

な帯域が☜保されなかったりすることによる． 
これらの支障を回㑊するためには，デࣔや技術⛣

㌿に用いる計⟬機⎔ቃが⮬ᕫ඘足した形で配布可能

であり，また，用いるᩍᮦのすべてが最初からその

計⟬機⎔ቃと一体となって配布されるようにすれࡤ

良い．加えて，◊ಟ機会をなるべく広く提供するた

めには，その計⟬機⎔ቃができるだけ安౯に‽備・

」〇できることが望ましい． 
これらの᮲௳を‶たす計⟬機⎔ቃとして，ⱥ国の

ᩍ⫱ឿၿ基㔠である Raspberry Pi ㈈団が設計開発

している㉸ᑠᆺ PC である Raspberry Pi を㑅定し，

Raspberry Pi 上に導入した Docker 用のコンࢼࢸイ

メージとして，ࢯフトウ࢙アとデータを一体化した，

インターࢿット᥋⥆を◊ಟ時に前提としないᩍᮦを

開発した． 
このᩍᮦは，UNVT の GitHub 組⧊アカウントのも

とで公開するとともに，その基本設計を，2019 年 10
月 13 日に開ദされた FOSS4G 2019 Kobe.Kansai の
発表資料として公開した（Fujimura, 2019a）． 

2019 年 11 月 3 日には，࢜ーストラリア・ࣕ࢟ンベ

ラで実施された国連地⌫規模の地理空間情報管理に

関するアジアኴ平ὒ地域ጤ員会（UN-GGIM-AP）➨

8 回⥲会のࢧイドイベントとして開ദされた，地理

空間情報と⤫計の⤫合のための➨୕作業部会࣡ーク

で，UNVTࣉッࣙࢩ のライブデࣔを行なった

（Fujimura, 2019a）． 
また，2019 年 11 月 15 日には，ウズベ࢟スタン・

タࢩケントで ESCAP により実施された，中ኸアジ

アにおける土地の຺定と⤫計のための⤫計と地理空

間情報の⤫合に関する地域インࣙࢩࣉࢭン࣡ークࢩ

ࣙッࣉで，UNVT の土地管理への応用可能性に関す

るࣉレࢮンࢸーࣙࢩンを行った（Fujimura, 2019b）． 
さらに，2019 年 12 月 3 日には，国土地理院で౛年

開ദされている JICA ㄢ㢟ู◊ಟ「国ᐙ測量事業計

画・管理」コースで，」ᩘ台の Raspberry Pi に搭載

された UNVT を用いたベクトルタイルの生⏘と利

用のࣁンズ࢜ン◊ಟ（Fujimura, 2019c）を実施した． 
 
4. ᅜ連ᑓ㛛ᐙጤဨ఍࡬の UNVT の㈉⊩にྥけ࡚ 
 UNVT が地理空間情報分㔝におけるᨻᗓ間コ࣑ࣗ

で౯್のある貢献を実現するためには，その࢕ࢸࢽ

コ࢕ࢸࢽ࣑ࣗで㆟ㄽされている地⌫規模ㄢ㢟に対し

て UNVT がどのように貢献しうるかをㄝ明し，

UNVT への理解とಙ頼を⋓得していくᚲ要がある． 
 具体的には，国連地名ᶆ‽化ᑓ㛛ᐙࢢルーࣉ

（UNGEGN），国連地⌫規模の地理空間情報管理に

関するᑓ㛛ᐙጤ員会（UN-GGIM）及びその地域ጤ員

会のうち国連地⌫規模の地理空間情報管理に関する

アジアኴ平ὒጤ員会（UN-GGIM-AP）での㆟ㄽにお

いて，実際に動作するコードである UNVT が，ḟの

ようなࢢローࣂルㄢ㢟の解決に貢献し得ることをㄝ

明していくことが，UNVT への理解とಙ頼を⋓得す

るために有効である． 
 

4.1 ᣢ⥆ྍ⬟な㛤Ⓨ┠ᶆ（SDGs）࡬の㈉⊩ 
2015 年 9 月の国連⥲会（国連࣑ࢧット）で᥇ᢥさ

れたᣢ⥆可能な開発のための 2030 アジ࢙ンࢲの௬

ヂ（外務┬, 2015a）によれࡤ，UNVT はᣢ⥆可能な

開発┠ᶆ（SDGs）のうち，≉に㸷及び㸯㸵に貢献で

きるものと考えられる． 
まࡎ，┠ᶆ㸷「レジリ࢚ントなインフラを整備し，

ໟᦤ的でᣢ⥆可能な⏘業化を推進するとともに，イ

ンのᣑ大を図る」については，ḟのターࣙࢩベーࣀ

ットについてࢤ UNVT が貢献しうるものと考えら
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れる． 
 
9.a アフリカㅖ国，後発開発途上国，ෆ陸開発途上

国及びᑠᓥᕋ開発途上国への…技術の支援強

化を㏻じて，開発途上国におけるᣢ⥆可能かつ

強㠌（レジリ࢚ント）なインフラ開発をಁ進す

る． 
9.b ⏘業の多ᵝ化やၟရへの付加౯್๰㐀などに

資するᨻ策⎔ቃの☜保などを㏻じて，開発途上

国の国ෆにおける技術開発，◊✲及びイࣀベー

 ．ンを支援するࣙࢩ
 
ḟに，┠ᶆ㸯㸵「ᣢ⥆可能な開発に向けて実施手

段を強化し，ࢢローࣂル・ࣃートࢼーࢩッࣉを活性

化する」については，その下఩のḟのターࢤットに

ついて UNVT が貢献しうるものと考えられる． 
 
17.6 ⛉Ꮫ技術イࣀベーࣙࢩン（STI）及びこれらへ

のアクࢭスに関する༡北協力，༡༡協力及び

地域的・国際的な୕ゅ協力を向上させる．ま

た，国連レベルをはじめとする᪤Ꮡのメカࢽ

ズム間の調整ᨵၿや，全ୡ⏺的な技術ಁ進メ

カࢽズムなどを㏻じて，┦஫に合意した᮲௳

において▱㆑ඹ有を進める． 
17.9 すべてのᣢ⥆可能な開発┠ᶆを実施するた

めの国ᐙ計画を支援するべく，༡北協力，༡

༡協力及び୕ゅ協力などを㏻じて，開発途上

国における効果的かつ的をしぼった能力ᵓ⠏

の実施に対する国際的な支援を強化する． 
17.14 ᣢ⥆可能な開発のためのᨻ策の一㈏性を強

化する． 
17.16 すべての国ࠎ，≉に開発途上国でのᣢ⥆可

能な開発┠ᶆの㐩成を支援すべく，▱㆑，ᑓ

㛛的▱見，技術及び資㔠※を動員，ඹ有する

ࣉッࢩーࢼートࣃ・ーࢲル࣍ークࢸスࢳル࣐

によって⿵完しつつ，ᣢ⥆可能な開発のため

のࢢローࣂル・ࣃートࢼーࢩッࣉを強化する． 
17.17 さまࡊまなࣃートࢼーࢩッࣉの⤒験や資※

ᡓ␎を基にした，効果的な公的，ᐁ民，市民社

会のࣃートࢼーࢩッࣉをዡບ・推進する． 
17.18 2020 年までに，後発開発途上国及びᑠᓥᕋ

開発途上国を含む開発途上国に対する能力ᵓ

⠏支援を強化し，ᡤ得，性ู，年㱋，人✀，民

᪘，ᒃఫ資格，障害，地理的఩置及びその他ྛ

国事情に関連する≉性ูの㉁が高く，タイム

リーかつಙ頼性のある非㞟計ᆺデータの入手

可能性を向上させる． 
 
4.2 ⤫ィ地⌮空㛫地⌫つᶍᯟ⤌（GSGF）࡬の㈉⊩ 
 UN-GGIM の事務局である，国連事務局⤒῭社会

局⤫計部が 2019 年に公表した⤫計地理空間地⌫規

模 ᯟ 組 （ GSGF ）（ Global Geospatial Information 
Management Secretariat, 2019）のཎ๎㸲「⤫計と地理

空間の┦஫運用性」によれࡤ，┦஫運用性のᜠᜨを

実現するために重要な意࿡をᣢつのは，規格への明

☜な合意とその規格の実装への῝い関୚である． 
 UNVT は，⮬⏤で開かれたࢿット࣡ークのもとで

の実装への῝い関୚により，規格への明☜な合意を

導くことを┠ᣦす形で，このཎ๎㸲に貢献しうる． 
 UNVT は，ཎ๎㸲にᥖげられた下఩┠ᶆのうち，

とりわけḟの┠ᶆにᐤ୚するものと考えられる． 
 
1. アクࢭスと使用を大ᖜに効率化し，時間を⤒ても

᥇ᢥと進化が可能な（౛えࡤ API を㏻じた）アク

 ．ズムを実装することࢽスメカࢭ
2. データとࢶールを再利用できるよう，取り組みの

重」を㑊けて，ඹ㏻の解決策を開発すること． 
3. 可能な㝈りデータとࢶールが⮬⏤で開かれたも

のであることを☜保し，技術その他の┦஫運用性

のၥ㢟によって情報がኻわれることなく，ࣘーࢨ

がすべての情報にアクࢭスできるようにすること． 
 
4.3 ௝ྎ㜵⅏ᯟ⤌（SF）࡬の㈉⊩ 
 2015 年 3 月の➨ 3 回防災ୡ⏺会㆟で᥇ᢥされた仙

台防災ᯟ組 2015-2030 の௬ヂ（外務┬, 2015b）によ

れࡤ，UNVT は仙台防災ᯟ組のࢢローࣂルターࢤッ

ト(g)「2030 年までに，…災害リスク情報…の入手可

能性とアクࢭスを大ᖜに向上させる」の㐩成に貢献

するものと考えられる． 
 具体的には，「ඃඛ行動㸯：災害リスクの理解」の

うち，ḟのඃඛ行動に貢献しうるものと考えられる． 
 
24. (c) リスク࣐ッࣉを含む఩置情報ࡈとの災害リ

スク情報を，（作成し，定期的に更新し，そして）

ᨻ策決定⪅，一般市民，災害リスクに直面してい

る地域コ࢕ࢸࢽ࣑ࣗに対し，利用できる場合には，

地理空間情報技術を使用して，㐺切な形ᘧで，㐺

ᐅ，ᬑ及する． 
24. (m)  ≉定の対象⪅とそのࢽーズを考៖しつつ，

…コ࢕ࢸࢽ࣑ࣗの動員により，災害リスク情報及

び▱㆑を含む，災害リスクの๐ῶに関する公ᩍ⫱

と国民意㆑を強化するための国ᐙᡓ␎をಁ進す

る． 
24. (o)  地域ᐦ着ᆺの組⧊や NGO の関୚を㏻じ

て，災害リスク情報を広めるために地域レベルで

人ࠎの協力関係を強化する． 
 
4.4 ⅏害のための地⌮空㛫᝟ሗཬࢧࡧーࢫࣅのᡓ␎

ᯟ⤌࡬の㈉⊩ 
 UN-GGIM に設置された災害のため地理空間情報
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及びࢧーࣅス作業部会（WG-Disasters）が 2017 年 8
月に公表し，2018 年 7 月の国連⤒῭社会理事会

（ECOSOC）で࢚ンドース決㆟が᥇ᢥされた「災害

のための地理空間情報及びࢧーࣅスのᡓ␎ᯟ組」

（ Working Group on Geospatial Information and 
Services for Disasters, 2017）によれࡤ，UNVT はこの

ᡓ␎ᯟ組におけるḟの事㡯の実装に貢献できると考

えられる． 
 
ラフࢢラࣃ 20㸹現௦的で，㈝用対効果が良く，࢜ー

ースの技術を，データ及び情報の管理をᨵࢯンࣉ

ၿすることに用いることができる． 
ラフࢢラࣃ 24f㸹新たな地理空間情報管理技術の応

用を㏣ồする． 
ラフࢢラࣃ 25㸹 
 a. 加┕国やその他のスࢸーク࣍ルࢲーがそれࡒ

れのඹ㏻インフラやࢧーࣅスを☜立すること

を支援すること． 

 b. ࢩスࢸムやࣉロࢭスの┦஫運用をಁ進し，加┕

国にとってのベストࣉラク࢕ࢸスをඹ有する

こと． 
 
5. おわりに 

UNVT は，国土地理院におけるウ࢙ブ地図技術及

び技術⛣㌿に係る長年の実⦼を最大㝈に活用し，実

行できるコード（Running Code）によって，ᵝࠎな

スࢸーク࣍ルࢲーをໟᦤしながら地⌫規模ㄢ㢟解決

への技術的・ᘓ設的・具体的な貢献にᣮむࣘࢽーク

なࣉロジ࢙クトである． 
国ෆ及び国外の多ᵝな取り組み，とりわけウ࢙ブ

地図の事業の間の連携を広げることにより，ᣢ⥆可

能な形で国連や国連加┕国の地図提供組⧊，さらに

はあらࡺる地図提供組⧊の間で，ウ࢙ブ地図技術が

ඹ用されることを推進していきたい． 
（公開日：令和元年 12 月 27 日） 
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